平成29年度
福祉行政にかかわる指定管理者評価委員会　議事録

○　日時：平成29年8月25日（金）午後1時30分から午後4時30分
○　場所：大和市保健福祉センター　5階　501会議室
○　参加

　　出席委員：4名
　　小野委員、北林委員、平田委員、三枝委員
　　傍 聴 者：1名
【次第】

１．開　会　　
２．委員長あいさつ
３．本日のスケジュールについて
４．事業報告・評価（案）の説明・質疑応答・意見交換
５．その他
６．閉会　　
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊　以下、要旨記録　＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
１．開　会　　

２．委員長あいさつ

　小野委員長よりあいさつ。

３．本日のスケジュールについて
　事務局より本日のスケジュールを説明。

４．事業報告・評価（案）の説明・質疑応答・意見交換

（１） 障害福祉センター松風園
○資料1－1「障害福祉センター松風園事業評価（案）」、資料1－2「障害福祉センター松風園事業報告書」に基づき、指定管理者による事業報告及び担当課による評価案の説明の後、質疑応答、意見交換を行った。
※以下、指定管理者は指定と表記しています。
＜質疑応答＞
委　員：事業報告内の収支決算の状況について、事務費及び事務費等はトータルで約166万円の支出増とある。評価（案）の視点の4の2つ目の記述にも支出増とあるが、平成27年度と比較し、と追記したほうがよい。また、事業費の中で支出が増えたものが給食材料費と光熱水費ではないか。記述は修正したほうがよい。指定管理料によりバランスがとれているとはどういう意味か。
指　定：指定管理料があることによって職員の配置等、現状の運営が遂行できている。
所管課：法令等に基づく指定基準以上の職員の配置といったように、市が直営で運営していたときのような手厚い体制で運営してもらえるよう予算を積算している。指定管理料を含め全体的にバランスがとれているものと考えている。

委　員：第2松風園の利用者の年齢区分の記載がないので教えてもらいたい。
所管課：第2松風園は18歳以上が対象である。
指　定：18歳から19歳が2名、20歳から24歳が15名、25歳から29歳が8名、30歳から34歳が10名、35歳から39歳が7名、40歳以上が15名の計57名である。
委　員：第2松風園では横浜市や川崎市の施設で宿泊体験をしているようだが、大和市ではやっていないのか。
指　定：しらかしの一室を体験入居スペースとして活用している。年間360名程度の利用がある。将来グループホーム等へ入居するための訓練の場としても活用している。
委　員：障がいを持っている方はいずれグループホームに入居すると思うが、それ以外に受け入れ先はないのか。認知症の方はどうするのか。
指　定：グループホームが今後主体となっていくと考えられる。
委　員：障がい者用のものと認知症対応型のものがあって一緒ではない。
委　員：第1松風園では学校との連携はどうなっているか。
指　定：児童発達支援センターとしての連携と自立支援協議会の児童部会としての連携を行い、顔の見える関係性を継続して保っている。これからも様々な事業所で作成している計画に齟齬が無いよう一貫した方向性を持って指導できるように連携していく。先生方の福祉サービスの理解は深まっているように感じる。学校にすぐに適応できるようにとの配慮から、必要に応じて卒園される方たちを事前に学校へ訪問させてもらうこともある。
指　定：夏休み期間中に市内小中学校の先生方を対象に、実習体験を実施している。
委　員：何名くらい参加しているのか。
指　定：時期にもよるが、4、5名程度の参加がある。
＜評価案についての意見交換＞
委　員：支出増については、平成27年度と比較して、と追記したほうがよい。
委　員：事業費や光熱水費等ではなく、給食費や光熱水費等としたほうがよい。
所管課：指定管理料については、バランスがとれており、の部分は誤解を招く表現のため削除させていただく。

委　員：評価の視点1に独自事業とあるが、障害児相談支援事業及び保育所等訪問支援事業は松風園の運営とは別に行っている事業ということか。
所管課：松風園には児童福祉法に基づく児童発達支援事業、障害者総合支援法に基づく生活介護事業をお願いしている。障害児相談支援事業及び保育所等訪問支援事業を市として求めているものではないが、法人が、児童発達支援センター的役割を担うためにはそれらが欠かせないという考えの基に独自で実施しているものであり、市として評価している。
委　員：独自事業ということは、市からの指定管理料に事業費は含んでいないのか。
所管課：含んでない。個別給付の対象である。

委　員：市でお願いしている事業とは別ということでよいか。
所管課：児童発達支援センター的事業を補完する意味で、障害児相談支援事業及び保育所等訪問支援事業は欠かせないものとして法人が実施している。
委　員：市でその事業を含めることはできないのか。
所管課：国は障害児相談支援事業及び保育所等訪問支援事業を行うように政策を打ち出してはいないが、次回はそのあたりも含めて検討する必要はあるかもしれない。
委　員：独自事業の表記が分かりにくくないか。
所管課：市としては児童発達支援センター事業ではなく児童発達支援事業をお願いしており、センター機能は求めてはいないが、法人としてはセンター的な事業として運営しているところである。
委　員：松風園としてはセンターとしてやっていきたいと考えているのか。
所管課：当初からセンター的な運営をしている。
（２） 障害者自立支援センター
○資料2－1「障害者自立支援センター事業評価（案）」、資料2－2「障害者自立支援センター事業報告書」に基づき、指定管理者による事業報告及び担当課による評価案の説明の後、委員からの質疑応答、意見交換を行った。
＜質疑応答＞
委　員：収入が前年と比べて増えた理由はなにか。
指　定：基幹相談支援センターの収益も入っているためである。
委　員：人件費が予算と比べて増えた理由はなにか。
指　定：職員を増やしたためである。
委　員：施設の欠員状態が生じないように定員確保をしていくとあるが、どのような工夫をしているか。
指　定：就労移行支援事業についてはその特性上、就労の実績が上がれば退所する人は増えていくものであるが、収支が安定していくよう新しい利用者の確保のために施設利用実績等の情報発信を行っているところである。
指　定：施設利用期間が2年間であることや目的が就労であることから収支について課題はあるが、魅力ある情報発信等を行いながら利用者の確保に努めていく。

委　員：特別養護老人ホームの清掃について、何箇所から依頼があるのか。清掃に参加している施設は何箇所あるのか。
指　定：1箇所の特別養護護老人ホームの清掃業務を6事業所で行っている。当方が事務局となり、いつどこの事業所が清掃を担当するかを調整している。複数の事業所が行っていることで仕事の精度にばらつきがあるため、質の平均化を図るために施設の方々を集めて定期的に会議を行っている。
委　員：利用者のなかには高齢の親と同居していて、家庭全体の支援が必要になると思うが、どのくらいの件数があるか。
指　定：15名～20名程度である。
委　員：チャレンジ雇用事業について、評価（案）には記載があるが、報告書にはない。
指　定：昨年度で終了している事業であるため、削除する。
委　員：地域連携事業について、市民に向けてどのような普及啓発を行っているか。
指　定：平成27年度には市民向けに障害者差別解消法講座や、映画「みんなの学校」の上映と学齢期を通しての合理的配慮をテーマにしたパネルディスカッションを行った。平成28年度には障がい者週間にイオンモールで障害者差別解消法の紹介パネル展示やリーフレットの配布を行った。「ともに生きる社会かながわ」のチラシ配布も行った。
委　員：評価の視点1の就労移行支援事業について、精神保健福祉士や臨床心理士などの専門職員とあるが、実際の配置の状況はどうなっているか。
指　定：就労移行支援事業には直接的に臨床心理士は配置していない。臨床心理士を相談支援事業に配置しているが、その機能を必要に応じて就労移行支援事業でも活用している状況である。
委　員：社会福祉士も人数的に多いと思うが、専門職員として記載すべきではないか。
指　定：就労移行支援事業に配置しているのは、社会福祉士2名で、そのうち1名は精神保健福祉士と社会福祉士を兼務している。
委　員：相談支援事業でも社会福祉士が携わっているのではないか。
指　定：社会福祉士は5名いる。5名のうち精神保健福祉士の資格も持っている者は4名である。臨床心理士は1名である。
指　定：就労移行支援事業と相談支援事業を兼務している職員もいるため、表記についてはご理解いただきたい。

委　員：社会福祉士が相談支援を主に担っていて、社会福祉士の中には精神保健福祉士の資格を持っている人もいるということでよいか。
指　定：そのとおりである。
＜評価案についての意見交換＞
委　員：評価の視点1の専門職員の部分には、社会福祉士を追記したほうがよい。
委　員：相談支援事業の、利用者から寄せられた意見に対し作成している「報告書」については、報告書ではなく「クレーム・要望・意見・苦情等報告書」と正式名称を記載したほうがよい。
委　員：相談支援事業の専門職員との連携により、一体化した支援を行った結果、就労した利用者の多くが定着している点は高く評価できるとあるが、どの程度定着したのか割合を示してはどうか。
担当課：割合については確認して記載する。
（３）まごころ地域福祉センター
○資料3－1「まごころ地域福祉センター事業評価（案）」、資料3－2「まごころ地域福祉センター事業報告書」に基づき、指定管理者による事業報告及び担当課による評価案の説明の後、委員からの質疑応答、意見交換を行った。
＜質疑応答＞
委　員：老人デイサービス事業について収入が増えているが、具体的な取り組みと平成29年度現在の状況はいかがか。

指　定：平成28年度半ばに職員体制が整ったことや、サービス提供責任者が広報活動を行う時間が確保できたこと等により増えたと考えている。ただし、平成29年度に入り利用状況は落ち込んでいる。介護職が確保できない状況にあり、改善がされれば利用者増に結び付くと考えている。
委　員：子育て支援センター事業とは、地域子育て支援拠点事業とは別のもので大和市独自のものか。
指　定：子育て支援センター事業は、地域子育て支援拠点事業の位置づけである。子育て支援センター以外に集いの広場型のものが市内に3箇所あり、計4箇所の子育て支援拠点がある。子育て支援センター事業は、平成11年に草柳保育園内で実施し、様々な変遷を経て、現在、指定管理者として大和市社会福祉協議会が運営している。子育て支援センター事業という名称は平成11年から使用している。
委　員：分かりにくいと思う。事業名称を変えるつもりはあるか。大和市が取り組んでいると分かるように変えた方がよいのではないか。
委　員：市の規則等でこの名称になっているはずである。
指　定：そのとおりである。事業名称については、国や県の補助要綱等の取り扱いも異なるので、今後、整理していく必要はあると考える。

委　員：地域包括支援センターでは、多岐に渡る相談にも対応しているとあるが、介護関連以外のその他の項目として具体的にどんな相談があるのか。
指　定：一番多い相談内容は、障がいサービスに関するもので239件あった。内訳は、65歳以上の相談が28件、65歳未満の相談が211件である。障がいに関する相談支援事業所へつなぐ前に相談内容を整理するといったものが多く、民生委員や地区社協の方々の相談も多い。
委　員：国が進めている地域包括ケアシステムの子どもから高齢者までの相談を一本化する動きに対して、本市の方向性はいかがか。
指　定：まごころ地域福祉センターとしては高齢者を対象とした事業に重点を置いているところだが、様々な対象の方から相談が入っているのが現状であり、引き続き相談に応じて適切な機関へつなげていく。
委　員：権利擁護の相談が増えているようだが傾向はあるのか。
指　定：1人の方に対して複数回の対応を行った場合にはその全てをカウントしており、複雑な相談を受けたときは対応回数が増えるので、結果として相談件数が前年と比べて多かった状況である。
＜評価案についての意見交換＞
委　員： 老人デイサービス事業について、前年と比べて利用者数が大幅に増加したことは、評価できるので、より分かりやすく明記したほうがよい。
５．その他

６．閉　会　
以上
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